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７ 目標達成に向けた各主体別の取組（2030年度）                

本県は、人口や商業の集積している地域、全国に誇るコンビナート地域、農林水産業

が盛んな地域、観光産業が展開されている地域など、それぞれが異なった地域特性を有

しています。 

地球温暖化問題は、社会経済活動、地域社会、県民生活全般に深く関わり、また、   

将来世代にわたって大きな影響を及ぼすことから、県民、企業などの事業者、行政など

あらゆる主体がそれぞれの役割を自覚し、相互に連携しながら、主体的に行動していく

必要があります。 

また、地球温暖化対策を進める上では、事業者や県民などが個別に取り組むだけでは

なく、地域特性を活用し、異なる産業の事業者間で連携し、資源やエネルギー融通等の

有効利用を促進するなど、地域全体で温室効果ガス排出量を削減していくことも重要と

なってきます。 

  ここでは、主体別に取り組むべき事例を示しています。できることから取り組みま  

しょう 

 

 

  

図7-1 ゼロカーボンアクション30 

出典：「COOL CHOICE ウェブサイト」(環境省) 
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７－１ 家庭における取組                                

＜背景と方向性＞ 

全国の温室効果ガス排出量を生産ベースで見ると、企業などから発生する割合が約８

割を占め、家計に関する排出量は約２割に過ぎませんが、最終的な消費のベース（カーボ

ンフットプリント）で見ると、全体の約６割が衣食住を中心とした家計によるものとなっ

ています。捉え方を変えるだけで、私たちのライフスタイルが温室効果ガス排出量に大き

な影響を与えていることが見えてきます。 

家庭については、県民一人ひとりが深刻さを増す地球温暖化問題に関心を持つととも

に、温暖化対策は快適で健康的な生活に資するものでもあることを理解し、省エネルギ

ー・脱炭素型の製品への買換え・サービスの利用・ライフスタイルの選択など、賢い選択

「COOL CHOICE」が求められています。 

 

 

 

＜主な取組＞ 

○脱炭素型ライフスタイルへの転換                         

◆理解と行動変容 

2030年度の目標達成には、県民一人ひとりの「COOL CHOICE」が重要です。具体的に

は、クールビズ、ウォームビズの実践、再生可能エネルギーの導入・利用、省エネルギ

ー・脱炭素型の製品への買換え、テレワークの実施や宅配便の再配達の抑制などです。 

地球温暖化対策は、地球にも家計にもやさしく、健康的なライフスタイルの実現にも

つながるもので、無理や我慢を強いるものではありません。これから示す取組をみんな

で理解して実践し、脱炭素型ライフスタイルに転換しましょう。 

・節電、節水やクールビズ、ウォームビズなど省エネ行動の実践 

図 7-1-1 生産ベースから見た国の温室効果
ガス排出源の内訳 

図 7-1-2 消費ベースから見た国の温室効果
ガス排出源の内訳 

「令和４年版環境・循環型社会・生物多様性白書」(環境省)を基に作成 
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・脱炭素型の製品への買換え 

・テレワークや職住近接、ワーケーションの実施 

○住まい                                     

◆住まいの省エネ 

住まいの省エネを進める上で、もっとも重要なことは、「熱を入れない、逃がさない」、

つまり、家を「高断熱・高気密」にすることで、冬なら外からの冷気、夏なら熱気を生

活空間に入れないことです。断熱・気密性能を高めることは、省エネだけでなく、結露

等によるカビの発生抑制、熱中症やヒートショック対策など、健康で快適なライフスタ

イルの実現にもつながります。 

また、家庭の電力消費量の５割以上を占める、エアコン・冷蔵庫・照明について、   

省エネルギー機器の導入や使用方法を工夫することも効果的です。 

国は建築物省エネ法を改正し、2025年度までに住宅の省エネルギー基準への適合を義

務化するとともに、2030年度以降新築される住宅についてＺＥＨ化することを目指して

います。また、2030年に新築住宅の６割に太陽光発電設備が設置されていることを目標

としています。県有施設においても、太陽光発電設備や蓄電池の設置を進めていますが、

太陽光発電設備は、蓄電池を組み合わせることで、災害時や停電時に非常用電源として

も活用できます。なお、電気自動車は住宅用充給電設備(Ｖ２Ｈ)と組み合わせることで、

蓄電池として活用することができます。 

また、既築住宅においても、省エネ性能に優れたリフォームや、窓の断熱といった部

分リフォームのほか、すだれや遮熱性の高いカーテンを活用することで、省エネに効果

があります。 

照明器具をＬＥＤに切り替えることや、高効率な空調設備や給湯器を導入することに

加え、住宅のエネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）によりエネルギー消費の見える化を

図り、機器の最適な運転を促すことで、住宅におけるより効率的なエネルギー管理が期

待できます。 

・住宅の新築や建替え時における省エネ基準適合住宅やＺＥＨの選択  

・太陽光発電・太陽熱利用システム、蓄電池の設置  

・住宅の断熱改修 

・再生可能エネルギーを中心とした電力小売事業者からの電気の購入  

・高効率給湯器や高効率照明の導入  

・省エネ家電への買い替え  

・ＨＥＭＳの設置 

・節水型機器の購入や雨水貯留・利用などによる節水 

・家庭の省エネ診断（家庭エコ診断等）の実施  
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◆木材の利用 

木材は、森林が吸収した炭素を長期的に貯蔵することに加えて、製造時等のエネル  

ギー消費が比較的少ない資材です。 

県産木材を活用することは、地域の植林や間伐等の森林の手入れにつながるだけでな

く、身近なＣＯ２吸収源が増えることとなります。 

暮らしに木材を取り入れることで、木の持つ素材感ならではの温かみを感じることが

でき、木のもつ調湿作用などは、快適な室内環境にもつながります。 

・住宅における県産木材の利用  

・県産木材使用製品の利用 

 

○移動                                      

◆次世代自動車等の普及 

国は、2030 年までに乗用車新車販売に占める次世代自動車※の割合を５割～７割にす

ること、2035 年までに乗用車新車販売に占める電動車※の割合を 100％にすることを目

指しており、ユーザーは新車に買い替える際は、電動車の購入が求められます。県の公

用車においても、2030年度までに代替が困難である場合を除き、原則、電動車の導入を

進めています。 

・次世代自動車等の選択  

 

 

ＺＥＨ（ゼッチ）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）： 
「外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率な設備システムの導入に 
より、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネル
ギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支がゼロとすることを 
目指した住宅」です 

図7-1-3 ＺＥＨ(ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス) 
出典：「日本のエネルギー2021」(資源エネルギー庁) 
 

※次世代自動車…電気自動車(EV)、燃料電池自動車(FCV)、プラグインハイブリッド自動車
(PHV)、ハイブリッド自動車(HV)、クリーンディーゼル自動車(CDV)、 
天然ガス自動車 

※電動車…EV、FCV、PHV、HV 
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◆ゼロカーボン・ドライブの実践 

電動車の中でも電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車に、再

生可能エネルギー電力や再エネ由来水素で充電・充填すれば、走行時のＣＯ２排出量がゼ

ロのドライブ（ゼロカーボン・ドライブ）につながります。 

 ・再生可能エネルギーを活用した自動車の利用 

◆エコドライブの実践 

ふんわりアクセルや車間距離にゆとりをもって加速・減速の少ない運転等を行うエコ

ドライブは、省エネでお財布にやさしいだけでなく、心にゆとりをもって走ることによ

り、安全運転にもつながります。 

・エコドライブの推進  

◆シェアサイクル・カーシェアリング・公共交通機関の利用 

モノの所有から利用へ消費行動の多様化が進む中、シェアサイクルやカーシェアリン

グの利用、地域の実態に応じた徒歩・自転車・公共交通機関の利用も効果的です。 

なお、電気自動車のカーシェアリングの導入が進むことによるゼロカーボン・ドライ

ブの促進も期待されています。 

・電気自動車などのカーシェアリングの利用 

・公共交通機関や自転車の利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7-1-4 輸送量当たりのＣＯ２排出量(旅客) 

出典：「すぐ使える図表集」(全国地球温暖化防止活動推進センター) 
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○食                                       

◆旬の食材の地産地消 

旬の食材を地産地消することは、栄養価の高い食材が比較的安価で手に入るだけでな

く、生産や輸送に係るＣＯ２排出量の削減につながります。 

また、野菜や果物などは相対的に生産工程などによる温室効果ガス排出量が少ないと

試算されており、菜食を生活の中に取り入れることは温暖化対策に貢献することに加え、

野菜を食べることは栄養バランスの改善にもつながります。 

・県内で生産されたもの（食料品など）の積極的な購入（地産地消）  

・野菜や果物などを意識的に摂取 

 

 

 

図7-1-5 きゅうり1kg当たりの生産投入エネルギー量の内訳 

出典：「すぐ使える図表集」(全国地球温暖化防止活動推進センター) 
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◆食品ロス削減 

まだ食べられるのにも関わらず捨ててしまう食品ロスは、もったいないだけでなく、

生産・流通時に消費したエネルギーが無駄になり、廃棄時には焼却処理によりＣＯ２が発

生し、地球温暖化にもつながっています。 

国内では１人当たり年間約41 ㎏、毎日おにぎり１個分もの食品ロスが生じています。

これを削減するため、買い物では、すぐに食べる場合は販売期限の近づいた商品を選ぶ

「てまえどり」、料理のときは食材を無駄なく使う、外食時は残さず食べきる、食べきれ

ないときは持ち帰るなど、自らができることを一人ひとりが考え、行動に移すことが大

切です。 

また、家庭で食べきれない食品があれば、食品を必要としているフードバンク等に寄

付することも食品ロス削減につながります。 

 ・てまえどりや食べきりの実践 

 ・調理や保存の工夫 

 ・フードバンクへの寄付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：「すぐ使える図表集」(全国地球温暖化
防止活動推進センター) 

図7-1-6 食品ロスの年間発生量 

図7-1-7 食品ロスの削減 

出典：千葉県 
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○「３Ｒ」の推進                                 

◆「３Ｒ＋Renewable」への転換 

今までの「大量生産・大量消費・大量廃棄」から、３Ｒ（リデュース、リユース、リ

サイクル）に「再生可能な資源に替える取り組み」を追加した、３Ｒ＋Renewable を   

進めていくことが必要です。再生可能な資源を利用することは、石油を原料とする廃プ

ラスチック等の発生抑制や焼却に伴うＣＯ２排出量を削減するとともに、新たな天然資

源の投入量の抑制にもつながります。 

家庭では、ごみになるものを買わないことや、不要になったものを資源として分別す

ることが大切な取組です。 

・３Ｒの推進  

・環境負荷が少ない製品を購入する「グリーン購入」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ごみの減量 

本県の１人１日当たりのごみの排出量は 905ｇで、全国平均 918ｇとほぼ同様の水準

であり、また、リサイクル率※は21.3％で、全国平均19.6％と比較するとやや高い水準

ですが、近年横ばい傾向です。子どもから高齢者までが、資源物を適正に分別するなど

ごみの正しい捨て方を理解し、みんなでごみの減量に取り組むことが求められています。

(数値は全て2019年度) 

出典：「Re-Styleウェブサイト」(環境省) 図7-1-8 ３Ｒ＋Renewable 

「リデュース」、「リユース」、「リサイクル」、どれも重要な行動ですが、特に、ごみの発生、資源の消費
をもとから減らす「リデュース」が一番重要な行動です。まずは、「ごみになるものを買わない、もら
わない」「長く使える製品を買う」行動を心がけましょう。 
また、「3R+Renewable(リニューアブル)」という考え方も、近年重要になっています。「Renewable」と
は、「再生可能な資源に替える取り組み」です。例えば、プラスチック製のレジ袋を「バイオマスプラ
スチック」製に替えることが「リニューアブル」のひとつです。 
原料が植物などの再生可能な資源であり、焼却処分したとしても、バイオマスのもつカーボンニュート
ラル性から、排出される CO2は植物が吸収した量と同じであると考えられます。 

 一番大事なのは？ 

※ごみの総処理量等に対する総資源化量(市町村による資源化と住民団体等による集団回収)のこと 
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・長寿命製品の選択や製品の長期使用  

・ごみ排出にあたってのルールの遵守 

◆マイバッグ・マイボトルなどの利用 

マイバックやマイボトルの利用、環境に配慮した製品の購入、レンタルやシェアリン

グの活用、リユース品や物を長く大切に使うことなども大切な取組です。 

・「ちばエコスタイル」の実践（レジ袋の使用削減、食べきり、マイボトル持参など） 

・レンタルやシェアリングの活用 

◆サステナブルファッションへの転換 

国内で売られている衣料品の約98％は海外からの輸入品で、原材料の調達、生地・衣

服の製造、輸送から廃棄に至るまで、それぞれの段階でＣＯ２が排出されています。 

サステナブルファッションを実現していくためには、環境配慮製品の生産者を積極的

に支援するとともに、生活者も一緒になって、「適量生産・適量購入・循環利用」へ転換

させていくことが大切です。 

 ・服を大切に扱い長く着る 

・環境に配慮された素材で作られた服を選択 

 ・店頭回収や資源回収に出し資源として再利用 

 

 

  
出典：「令和４年版環境・循環型社会・生物多様性白書」(環境省) 

図7-1-9 サステナブルファッションのイメージ 
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＜家庭における実践例＞ 

○住まい                                     

2020 年度の一人当たりのＣＯ２排出量は約 1,840kg/人であり、主に住まいから発生

しています。 

住宅は長年に渡って使用し、多くの時間を過ごすため、2050 年カーボンニュートラ

ルを見据え、無理せず快適な暮らしにつながる対策に取り組みましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆省エネ行動と省エネ効果  

①太陽光発電を設置した場合:年間ＣＯ２削減量1,275kg/人 

②エアコン 

●クールビズ・ウォームビズを取り入れるなどして無理のない範囲で室温調整 

・冷房設定温度を27℃から28℃にした場合 

年間で電気約30kWhの省エネ、ＣＯ２削減量約15kg、約940円の節約 

（外気温度：31℃、エアコン：2.2kW、使用時間：９時間/日） 

・暖房設定温度を21℃から20℃にした場合 

年間で電気約53kWhの省エネ、ＣＯ２削減量約26kg、約1,650円の節約 

（外気温度：６℃、エアコン：2.2kW、使用時間：９時間/日） 

出典：「すぐ使える図表集」(全国地球温暖化防止活動推進センター) 

図7-1-10 2020年度 一人当たりのＣＯ２排出量 
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●エアコンのフィルター清掃（月に1～2回の清掃）（エアコン：2.2kW） 

フィルターが目詰りしているエアコンとフィルターを清掃した場合の比較 

年間で電気約32kWhの省エネ、ＣＯ２削減量約16kg、約990円の節約 

●最近と10年程度前のエアコンを比べると約17％の省エネ 

③冷蔵庫 

●設定温度を「強」から「中」にした場合（周囲温度22℃） 

年間で電気約62kWhの省エネ、ＣＯ２削減量約30kg、約1,910円の節約 

     ●ものを詰め込んだ場合と半分にした場合の比較 

年間で電気約44kWhの省エネ、ＣＯ２削減量約21kg、約1,360円の節約 

●最近と10年程度前の冷蔵庫を比べると約40～47％の省エネ 

④照明 

●電球形ＬＥＤランプへの取替や点灯時間の短縮 

・54Wの白熱電球から9Wの電球形ＬＥＤランプに交換（年間2,000時間使用） 

年間で電気約90kWhの省エネ、ＣＯ２削減量約44kg、約2,790円の節約 

・電球形ＬＥＤランプは一般電球と比べると約86％の省エネ 

 

 

 

○移動                                      

移動する際の手段や方法を工夫し、エコだけでなく、健康、快適等にも寄与する  

新たなライフスタイル「smart move」に取り組んでみましょう。 

 

◆省エネ行動と省エネ効果  

①ゼロカーボン・ドライブ 

・電気自動車を再エネ電力で充電して使用した場合:年間ＣＯ２削減量467kg/人 

②エコドライブ（ふんわりアクセル） 

・５秒間かけて20km/h程度に加速した場合: 

年間でガソリン約83.6Lの省エネ、ＣＯ２削減量約194kg、約11,950円の節約 

③カーシェアリング 

・自家用車がカーシェアリングに置き換えられた場合:年間ＣＯ２削減量213kg/人 

④公共交通機関の利用 

・公共交通機関は多くの人を一度に運ぶため、環境にやさしい移動手段 

 

 

①：出典「COOL CHOICE ウェブサイト」(環境省) 
②～④：「省エネポータルサイト」(資源エネルギー庁)を基に作成 

①・③：出典「COOL CHOICE ウェブサイト」(環境省) 
②・④：「省エネポータルサイト」(資源エネルギー庁)を基に作成 
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○食                                       

私たちが毎日口にしている食べ物は自然の恵みで作られています。限りある自然資

源を未来につなげるために、一番身近な食生活から持続可能な取組を実践しましょう。 

 

◆省エネ行動と省エネ効果  

①一部の野菜を温室栽培から露地栽培とした場合(旬の食材)： 

年間ＣＯ２削減量36kg/人 

②一部の野菜・果物を地産地消した場合：年間ＣＯ２削減量８kg/人 

③家庭と外食の食品ロスがゼロになった場合：年間ＣＯ２削減量54kg/人 

 

 

○「３Ｒ」の推進                                 

廃棄物等の発生抑制と循環的な利用により、新たな天然資源の消費を抑制すること

で環境への負荷が低減できます。リサイクル等、身の回りで実践できることは様々ある

ため、できることから行動してみましょう。 

 

◆省エネ行動と省エネ効果  

①生ゴミを可燃ごみとして処理せずに、コンポスト等で堆肥化した場合： 

年間ＣＯ２削減量18kg/世帯 

②マイバッグを活用した場合：年間ＣＯ２削減量１kg/人 

（年間300枚のレジ袋を、ポリエステル製のマイバッグ(３枚)に代替した場合） 

③マイボトルを活用した場合：年間ＣＯ２削減量４kg/人 

（使い捨てのペットボトル(500ml)をステンレス製のマイボトルに置き換え、年間30回、 

５年利用した場合） 

④衣類を長く大切に着ることで購入量を1/4程度にした場合: 

年間ＣＯ２削減量194kg/人 

 

 

①～③：出典「COOL CHOICE ウェブサイト」(環境省) 

①～④：出典「COOL CHOICE ウェブサイト」(環境省) 
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７－２ 事務所・店舗等における取組                           

＜背景と方向性＞ 

事業活動の活性化に伴い事務所・店舗等については、延床面積は増加していますが、温

室効果ガス排出量は減少傾向にあります。引き続き、建築物の断熱性強化や冷暖房効率の

向上、照明などの機器の効率化などの省エネルギー化に加え、積極的な再生可能エネルギ

ーの導入・利用が求められています。 

 

＜主な取組＞ 

○自主的な行動計画等の策定と取組の推進                      

◆自主的な行動計画等の策定やサプライチェーンも含めた温室効果ガスの削減 

多くの企業・団体が日本経済団体連合会（以下「経団連」という。）に参加し、    

「カーボンニュートラル行動計画」を策定して、自主的な取組を進めているとともに、

グローバル企業を中心に、気候変動に対応した経営戦略の開示（TCFD）や脱炭素に向け

た目標設定（SBT、RE100）などを通じ、脱炭素経営に取り組む動きが見られます。 

事業者は自らのＣＯ２排出量の削減に取り組むだけでなく、製品・サービスのサプライ

チェーン全体の温室効果ガス排出量の可視化や削減が必要です。 

脱炭素経営は、自社製品・サービスの競争力確保・強化につながるとともに、他の主

体の環境負荷低減に寄与する製品・サービスの提供にもなることから、今後ますます必

要となります。 

・温室効果ガス削減計画の策定等による脱炭素経営の実践 

・ISO14001、エコアクション21など環境マネジメントシステムの導入  

・環境報告書等の公開 

 ・製品・サービスのライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の可視化 

 

主な行動計画等の解説 

・気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)…投資家に適切な投資判断を促すための 

一貫性、比較可能性、信頼性、明確性をもつ、効率的な気候関連財務情報開示を企業へ

促すことを目的としたもの。 

・Science Based Targets(SBT)…パリ協定が求める水準と整合した、5 年〜15 年先を   

目標年として企業が設定する、温室効果ガス排出削減目標のこと。 

・RE100…事業を100％再エネ電力で賄うことを目標とする取組のこと。 

・ISO14001…PDCA サイクルに基づいて、環境マネジメントのレベルを継続的に改善して 

いく仕組みで、事業者の経営面での管理手法を定めている。 

・エコアクション21…環境省が策定した日本独自の環境マネジメントシステム。（中堅・

中小企業向け） 
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◆環境教育と人材育成 

温暖化対策を進めていく上では、自主的で積極的な行動を促すために、従業員への環

境教育の実施や、更なる取組を推進するために、専門人材の育成も必要です。 

・環境保全体制の整備と職員の研修の実施  

 

○温室効果ガスの排出削減対策                           

◆太陽光発電設備等の設置 

屋根や駐車場に太陽光発電を設置し自家消費すれば、温暖化対策に加え、電気料金の上

昇リスクや災害時の停電等のリスクを低減させることが可能であり、蓄電池や電気自動

車の充電機能も活用すれば、発電していない時間帯においても、電気を使用することがで

きます。 

太陽光発電設備の導入にあたっては、設備を購入するだけでなく、初期費用ゼロで行う

ことが可能なＰＰＡやリースというサービスもあります。 

また、物理的な理由等により、再生可能エネルギー設備の設置が難しい場合であって

も、再生可能エネルギー電力を購入することで、温暖化対策に取り組むことができます。 

・太陽光発電や太陽熱、地中熱など再生可能エネルギーの導入と利用 

・蓄電池等の活用 

 

◆省エネ型製品の活用等 

業種により多少異なりますが、事務所・店舗等のエネルギー使用量は、空調・照明・

ＯＡ機器が約６～８割を占めています。 

照明のＬＥＤ化や高効率空調などの導入とともに、建築物全体で省エネルギーを促進

するため、エネルギーの使用状況を表示し、最適な運転の支援を行うビルのエネルギー

管理システム（ＢＥＭＳ）の導入も効果的です。 

ＯＡ機器は、省エネモードの活用や使用しないときの電源オフといった身近な取組、

機器を省エネ型製品に更新するといった取組が重要です。 

出典：「再エネ スタート ウェブサイト」(環境省) 図7-2-1 ＰＰＡモデル 
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・節電、節水やクールビズ、ウォームビズなど省エネ行動の実践 

・省エネ診断の実施  

・ＬＥＤなど高効率照明の使用  

・照明センサー、高効率空調、高効率給湯器などの省エネルギー機器の導入  

・コージェネレーションシステムの導入  

・ＢＥＭＳ（ビルのエネルギー管理システム）の導入  

・ＥＳＣＯ事業の実施  

・環境負荷のより少ない燃料の使用  

・次世代自動車などの選択  

・エコドライブの推進  

・電気自動車などのカーシェアリングの利用  

・外出時の公共交通機関、自転車の利用などによる社用車の利用削減 

◆建築物の省エネ 

国は建築物省エネ法を改正し、2025年度までに全ての新築建築物に省エネルギー基準

への適合を義務化するとともに、2030年度以降新築される建築物についてＺＥＢ化する

ことを目指しています。 

新築建築物については建築物省エネ法の基準を満たし、既築建築物については断熱改

修を行うなどより、建築物の省エネ化を図ることが重要です。 

・ＺＥＢの導入 

・建築物の省エネ基準適合  

・改修などによる建築物、設備の省エネルギー性能の向上  

◆「３Ｒ＋Renewable」への転換 

従来の包装資材の削減や廃棄物の再資源化といった３Ｒの取組に加えて、資源循環や

自然資源を大事にし、石油からバイオマスを原料とするプラスチックに代替することな

どにより、３Ｒ＋Renewableに係る取組が求められています。 

・３Ｒの推進、製品の長期利用、廃棄物の適正処理  

・商品の計画的な製造や売り切りなどによる無駄の削減  

・環境負荷が少ない製品を購入する「グリーン購入」 

◆緑化等の推進 

大型店舗等の建設に際して、駐車場や屋上、壁面等の緑化や可能な限り緑地を確保す

ることで、ＣＯ２の吸収源を増やす取組を進めることが重要です。 

・建物の建築時等における緑地の確保  

・敷地、屋上、壁面の緑化推進  

・建築物への県産木材の利用拡大 
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○ＤＸ等の推進                                   

温暖化対策を進める上では、ＤＸの推進は欠くことができません。ＤＸにより、物の  

生産・消費の効率化や人・物の移動の削減が進むことで、ＣＯ２削減につながります。 

◆物の生産・消費の効率化 

ＤＸを活用し販売実績等のデータ分析を行うことで、需要量に合わせた生産・流通が

可能になり、廃棄物やコストの削減だけでなく、ＣＯ２削減にも寄与します。 

加えて、ＤＸの推進は、自社だけではなく、県民や企業等の利便性の向上や ＣＯ２   

削減にも貢献します。近年、スマートフォンの普及等により、インターネットを介して

モノ・場所・技能などを売買・貸し借りするシェアリングエコノミーの普及が進んでい

ます。遊休化している資源のインターネットを活用したマッチングにより、安く利用で

きたり、利便性が高まるなどのメリットがあり、持続可能な循環型社会を実現するとと

もに、ＣＯ２削減にもつながります。 

・ＤＸを活用した需給の分析 

・シェアリングの活用 

◆人・物の移動の削減 

ＩＣＴ(情報通信技術)を活用したテレワークは、移動に伴うＣＯ２排出量の削減や 

ペーパーレス化等による環境保全効果も期待されており、働き方改革も温暖化対策につ

ながっています。  

国の試算によれば、一定規模以上の人員を対象にテレワークを導入し、オフィスのフ

リーアドレス化やスペースの縮小等を行うことで、テレワーク導入による家庭での電力

消費量の増加を考慮しても、オフィス・家庭全体で電力消費量は、一人当たり14％削減

可能と試算されています。 

・テレワークやペーパーレスの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「平成30年版環境・循環型社会・生物多様性白書」(環境省) 

図7-2-2 テレワークによるオフィスでのＣＯ２削減効果 
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＜事務所・店舗等における実践例＞ 

○自主的な行動計画等の策定と取組の推進                      

脱炭素社会の実現に向けて、事業者は事業内容に照らして効果的な取組を実施する

ことが大切です。自主的な行動計画の策定や管理体制の整備、従業員への環境教育を実

施するとともに、環境負荷低減に寄与する製品・サービスの提供に取り組みましょう。 

 

（事例） 

・長期の設備更新計画を作成し、計画的な省エネの推進 

・全員参加による「我慢しない省エネ」の実践とIoTを活用した空調運用改善 

・省エネ診断の受診をきっかけに省エネ推進の委員会を立ち上げて活動し、スタッフ

の省エネの意識変化 

 

○温室効果ガスの排出削減対策                           

ＣＯ２削減の重要性が高まる中で、再生可能エネルギーの導入、省エネルギーへの  

取組、ＤＸの活用を積極的に推進することは、競争力の強化や自らの企業価値の向上に

つながります。できることから取り組んでみましょう。 

 

◆主な対策と効果等 

①自家消費型太陽光発電設備 

（事例）自家消費型太陽光発電設備の導入 

・50kW の太陽光発電設備を導入することで、年間にして、消費電力 64,094kWh、      

金額1,218千円の削減効果。 

②照明のLED化 

（事例）宿泊研修できるホテル型の施設（会議室・ロビー・客室など）のLED化 

・消費電力 86W の蛍光灯から 25W の LED に 800 台更新し、年間にして、消費電力

144,900kWh、金額2,753千円の削減効果。 

③建築物のZEB化 

（事例）既築中規模オフィスビルの更新によるZEB化 

・汎用性の高い製品や技術の採用（空調機、換気機器、照明機器）と管理システムの

構築によって、ZEB Ready化を達成。年間の削減金額2,600千円。 

④テレワークの実施 

・テレワークで通勤にかかる移動距離がゼロになった場合:年間ＣＯ２削減量279kg/人 

 

  

①～③：「ビルの省エネルギーガイドブック2022」((一財)省エネルギーセンター)を基に作成 
④：出典「COOL CHOICE ウェブサイト」(環境省) 

「ビルの省エネルギーガイドブック2022」((一財)省エネルギーセンター)を基に作成 
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７－３ 製造業における取組                               

＜背景と方向性＞ 

本県は、素材産業をはじめとした製造業が集積する京葉臨海コンビナートを有してお

り、県の温室効果ガス排出量の５割以上が製造業を中心とした産業部門から発生してい

ます。排出量は年々減少していますが、今後も製造業については、カーボンニュートラル

行動計画に基づく取組を積極的に進め、技術革新により、事業者自らの排出量を削減する

とともに、より環境負荷の低い製品・サービスの提供を通して、温室効果ガス排出量の削

減に貢献することが求められています。 

 

＜主な取組＞ 

○温室効果ガスの排出削減対策（全般）                       

◆主要なエネルギー消費設備の省エネルギー化 

一般社団法人日本鉄鋼連盟や一般社団法人日本化学工業協会等は、カーボンニュート

ラル行動計画等を策定し、自主的にＣＯ２排出量の削減目標を掲げ、最先端技術の導入に

向けた技術開発などに取り組む動きがみられます。 

製造業は、製品の製造過程においてＣＯ２を多く排出しており、空調、照明、給湯、   

工業炉、ボイラー、コージェネレーション設備など、主要なエネルギー消費設備の省エ

ネルギー化を進めることは、コスト削減だけでなく、ＣＯ２削減にも寄与します。 

また、ＩｏＴを活用した工場のエネルギー管理システム（ＦＥＭＳ）等を導入するこ

とで、エネルギー消費量を見える化し、客観的なデータに基づいた省エネルギーの取組

を行うことで、更なる省エネルギーの実現が期待できます。 

・高効率ボイラーや高効率空調の導入  

・インバーター機器、産業用モーターの導入  

・エネルギー消費の少ない生産システムの整備  

・ＦＥＭＳ（工場のエネルギー管理システム）の導入・工場や設備の集約化  

・原材料や部品の共有化、統合化など調達段階での省エネ対策の推進  

◆電化・燃料転換・未利用熱の活用等 

製造業の熱需要は低温帯から高温帯まで多岐に渡ります。食品加工などの低温帯の熱

需要に対しては、ヒートポンプや電熱線を用いた電化によって、電源の脱炭素化に併せ

て化石燃料消費の削減を見込めます。 

一方で、鉄鋼や化学工業などの高温帯の熱需要に対しては、現時点では電化が困難で

あるため、熱エネルギーを供給するガスなどを脱炭素化していくことで、ＣＯ２削減が期

待されます。 

また、工場で用途なく廃棄されている未利用熱の活用等、複数の工場・事業者がエネ

ルギー融通等の連携を行うことで、更なる省エネルギーが可能であるため、複数事業者
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間の連携による省エネルギーの取組も期待されます。 

・産業用ヒートポンプの導入  

・廃棄物発電などの余熱利用やその他の未利用エネルギーの導入  

・企業間連携による省エネの取組推進 

◆サーキュラーエコノミーへの移行 

気候変動問題、天然資源の枯渇、廃棄物の多量発生等といった環境問題を背景に、持

続可能な形で資源を利用する「サーキュラーエコノミー（循環経済）」への移行を目指す

ことが求められています。製造業では、生産段階において環境配慮設計を行い、資源の

投入量や廃棄物の発生量を抑制するほか、原材料素材の表示や解体しやすい設計を行う

ことで、効率的にリユース・リサイクルできるようにすることも重要です。使用する原

材料についても、循環資源や再生可能資源(紙やバイオプラスチック)の割合をできるだ

け高めることが大切です。 

・省エネルギー型製品の設計・開発の推進  

・リユース、リサイクルが容易な製品の開発  

・廃棄される製品や使用材料の有効利用 

・プラスチックのリサイクルフレーク直接利用  

・洗浄水や冷却水の再利用の推進  

・包装資材の減量  

 

○温室効果ガスの排出削減対策（主要業種）                     

◆各業界の取組 

各業界においては、それぞれがカーボンニュートラル実行計画に基づき取組を進めて

いますが、今後も大幅な温室効果ガス排出削減を進めるため、革新的な技術の開発や導

入が求められています。 

(鉄鋼業) 

最先端技術の導入として、電力需要設備、廃熱回収設備、発電設備及びコークス炉

の更なる効率改善や、コークス炉等に投入する石炭の代替となる廃プラスチック等の

利用拡大を図っています。また、既存技術のみならず、製鉄プロセスにおける大幅な

省エネルギー及び低炭素化のための革新的な技術開発を実施し、当該技術の 2030 年

頃までの実用化を目指しています。 

・コークス炉や発電の効率改善 

・廃プラスチックの製鉄所でのケミカルリサイクルの拡大 

・革新的製銑プロセス（コークス代替還元剤）の導入 

(化学工業) 

製造プロセスの特性等に応じ、排出エネルギーの回収、製造プロセスの合理化等を
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進めるとともに、新たな革新的な省エネルギー技術の開発・導入を推進することで、

ＣＯ２削減を目指しています。 

・省エネルギー製造プロセス技術の導入 

・二酸化炭素原料化技術の導入 

 

○京葉臨海コンビナートにおけるカーボンニュートラルの取組の推進                    

国内には主要なコンビナートが９カ所ありますが、なかでも京葉臨海コンビナートは、

素材・エネルギー産業が集積する日本最大のコンビナートであり、脱炭素社会の時代に

あわせた取組が求められています。 

カーボンニュートラルに向けて、水素の利活用や新素材の開発など様々な取組が進め

られているところですが、業種を超えた企業間連携を推進するため、新たに国・県・立

地企業で構成される「京葉臨海コンビナート カーボンニュートラル推進協議会」が設

立されました。 

今後、協議会において、脱炭素エネルギー、炭素・資源循環、エネルギー最適化など

の取組の推進が期待されます。 

 ・カーボンニュートラルに向けた企業の取組や業種を超えた企業間連携 

 

○カーボンニュートラルポート形成の推進                      

日本において港湾は、輸出入貨物量の99.6％が経由する国際サプライチェーンの拠点

です。港湾地域は、臨海部産業の拠点、エネルギーの一大消費拠点であり、見方を変え

れば、脱炭素エネルギーである水素や燃料アンモニア等の輸入拠点となるとともに、こ

れらの活用等によるＣＯ２削減の余地も大きい地域であると言えます。 

本県は、貨物の総取扱量が全国２位である国内を代表する千葉港や、京葉臨海コンビ

ナートの一翼を担う木更津港を有しており、カーボンニュートラルに向けた取組が期待

されます。 

 ・カーボンニュートラルポート形成の推進 

 

○温室効果ガスの排出削減対策（中小企業）                     

グローバル企業がサプライチェーンでつながっている中小企業に対してＣＯ２削減を

要請していることや、中小企業の温室効果ガス排出量が国内の排出量の１割～２割弱を

占めていることから、中小企業においても、脱炭素への対応が求められています。 

一方で、中小企業の多くは、自社の経営に何らかの影響があると感じつつも、具体的

な対策が取れないといったことや、そもそもどのような取組を行えばよいのか分からな

いといった課題があります。 

脱炭素に取り組むことは、決して負担が増大するだけではなく、光熱費・燃料費の削



７ 目標達成に向けた各主体別の取組(2030 年度)                    

54 

 

減や、競争力の強化に伴う売上の拡大、金融機関からの融資獲得といったメリットが期

待できます。 

まずは、省エネルギー診断等により事業に伴うＣＯ２排出量を把握し、エネルギー使用

量の削減に取り組むことが必要です。 

 ・事業に伴うＣＯ２排出量の把握 

・エネルギー使用量の削減 

 

 

 

 

○事業者における共通の対策                            

製造業においても、「７－２ 事務所・店舗等における取組」で示した、太陽光発電設

備等の設置や省エネ型製品の活用、建築物の省エネ化等に取り組むことが必要です。 

 

 

 

 

  

出典：「ＧＸを支える地域・くらしの脱炭素」(環境省) 

図7-3-1 脱炭素化への取組ステップ 
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＜製造業における実践例＞  

○温室効果ガスの排出削減対策（全般）                       

温室効果ガスの総排出量を削減することは重要ですが、製造業は温室効果ガスの  

種別・発生源・排出削減対策は多様であることから、エネルギー消費原単位※の改善、

実績の分析を行うなど、効果的な対策を進めましょう。 

※単位当たりの製品等を生産するのに必要なエネルギー消費量の総量のことで、エネルギー

効率を表しています。 

 

◆主な対策と効果等 

①エネルギーの無駄の見える化と対策 

（事例）空気配管の漏れ防止 

・コンプレッサから圧縮空気を送る空気配管の漏れ箇所を特定し、漏れ防止対策を行

うことで、年間にして、電力使用量28,400kWh、金額540千円の削減効果。 

（運転時間：6,000h/年、漏れ率(現状)：20％、漏れ率(改善後)：4％） 

②設備更新 

（事例）ボイラーの更新による効率化（燃料転換含む） 

・30年以上前に設置し老朽化が進んでいる重油焚きボイラーを、都市ガスに燃料転換

し更新することで、年間にして、原油換算75.9kL、金額3,684千円の削減効果。 

（現状の燃料使用量(A重油)：600kL/年、改善後の燃料使用量(都市ガス)458千㎥/年） 

 

 

○温室効果ガスの排出削減対策（中小企業）                     

脱炭素化を図っていく上で、まずは、省エネルギーへの意識向上やエネルギー消費

量の見える化を行い、省エネ対策や再生可能エネルギーの導入も併せて検討していく

中で、実践できることから取り組んでいきましょう。 

 

◆省エネの効果 

（例）売上1億円、光熱費が売上の３％（300万円）の企業の場合 

・光熱費を10％削減すると30万円のコストダウン 

⇒営業利益率２％とすると、売上を1500万円アップしたのと同じ効果 

 

  

①②：「工場の省エネルギーガイドブック2022」((一財)省エネルギーセンター)を基に作成 

「儲けにつながる省エネ術」((一財)省エネルギーセンター)を基に作成 
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７－４ 運輸貨物における取組                               

＜背景と方向性＞ 

本県は、成田空港や千葉港を有するとともに、湾岸エリア等に物流施設の立地が進ん

でいます。運輸部門における温室効果ガスの削減は難しい状況にあるものの、最近では

近距離走行に特化したＥＶトラックの導入や物流施設のＺＥＢ化の動きが見られ、今後、

更なる取組が求められています。 

また、インターネット通販により、宅配便取扱個数が増加するなかで、事業者だけで

なく、サービスを利用する側も、受取方法等の工夫による再配達削減の取組を進めるこ

とが求められています。 

 

＜主な取組＞ 

○温室効果ガスの排出削減対策                           

◆運輸貨物などの温暖化対策 

公益社団法人全日本トラック協会や公益社団法人日本バス協会等は、カーボンニュー

トラル行動計画等を策定し、自主的にＣＯ２排出量の削減目標を掲げ、ＥＶトラックや燃

料電池バスの導入などに取り組む動きが見られます。 

今後も、運送事業者については、グリーン経営認証制度※の取得や、エコドライブの実

施、エコドライブ管理システムの活用、環境性能に優れた次世代自動車の導入などによ

り、温暖化対策に取り組むことが求められています。製造業や農業などの運輸業界以外

の業種においても、いわゆる自社トラックなどの運輸貨物用の自動車が多く使われてお

り、それぞれが自主的にＣＯ２削減の取組を進めることが求められています。 

また、近年のインターネット通販の急速な発展により、宅配便取扱個数も年々増加し

ており、受取側においても、宅配ボックスの活用や駅・コンビニなどでの受取など、受

取方法等を工夫することで、再配達の削減を進めていくことが必要です。 

・アイドリング・ストップの徹底  

・エコドライブ装置の導入（自動車運送事業等のグリーン化）  

・次世代自動車や低公害・低燃費車などの導入  

・トラック輸送の効率化 

・積載効率の向上  

・共同輸配送など事業者間の連携体制の整備  

・自動走行の推進  

・宅配便の再配達の削減 

※運輸業界における環境負荷の低減につなげていくための制度 
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◆鉄道・船舶・航空分野の温暖化対策 

鉄道・船舶・航空分野ともに、運航の効率化やエネルギー効率の良い車両等の導入な

どにより、省エネに取り組むことが求められています。 

鉄道分野については、鉄道は他の交通機関と比較してエネルギー効率が高いものの、

国内の電力の約２％を消費しており、駅施設や車両基地などの施設を活用した太陽光発

電等による再生可能エネルギーの導入が期待されます。 

航空分野については、ＩＣＡＯ（国際民間航空機関）が、国際航空輸送分野における

2021年以降のＣＯ２排出量を、2019年の排出量に抑えるとの目標を示し、国土交通省は

2030年時点の本邦エアラインによる燃料使用量の10％をＳＡＦ（持続可能な航空燃料）

に置き換えることを求めています。 

また、空港施設については、空調や照明の高効率化や航空灯火のＬＥＤ化等といった

省エネ化に加えて、再生可能エネルギーの導入拡大により、空港の再エネ拠点化に向け

た取組が求められています。 

・運航の効率化とエネルギー効率の良い車両等の導入 

・施設の省エネ化や再生可能エネルギーの導入 

・航空分野によるＳＡＦの導入 

◆物流体系全体のグリーン化 

ＩＣＴを活用し、トラックの積載効率の向上や輸送ルートの最適化などの効率化・省

エネ化といった事業者自らの取組のほかにも、配送を依頼する荷主や配送を請け負う物

流事業者等の連携により、共同輸配送等の取組を促進し、輸送効率・積載効率を改善す

ることや、自動車輸送からＣＯ２排出量の少ない内航海運または鉄道による輸送への転

換を進めることで、物流体系全体のグリーン化が期待されます。 

また、物流施設は一般的に屋根が広く郊外に設置されることなどから日照条件が良く、

太陽光発電設備を設置しやすい環境にあり、自家消費をすることで電気代の削減や、蓄

電池と組み合わせることでＢＣＰ（事業継続計画）対策にもつながります。施設の省エ

ネ化とあわせてＺＥＢ化が望まれます。 

・ＩＣＴを活用した配車・運行システムの効率化 

・鉄道や内航海運の利用等のモーダルシフト（輸送機関の転換）の推進 

・物流施設のＺＥＢの導入 

 

○事業者における共通の対策                            

運輸貨物においても、「７－２ 事務所・店舗等における取組」で示した、太陽光発電

設備等の設置や省エネ型製品の活用、建築物の省エネ化等に取り組むことが必要です。 
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＜運輸貨物における実践例＞ 

 

運輸貨物の目標の達成には、事業者だけでなく、サービスを利用する側や、まちづく

りを行う行政などの取組も大きく影響するため、社会全体で取組を進めていきま  

しょう。 

 

◆主な対策 

①輸送事業者の取組事例 

・デジタルタコグラフ（デジタル式運行記録計）や車両動態管理システム等のＩＴを活

用し、省エネ運転や最適な運航経路による輸送といった環境負荷低減だけでなく、安

全運転への寄与 

②荷主企業の取組事例 

・需要地に最も近い生産拠点や物流拠点からの出荷となるよう、地域ブロックを見直す

ことで輸送距離を短縮 

・東日本から西日本等への長距離輸送において、トラックによる輸送から鉄道や船舶を

活用した輸送へのモーダルシフト 

・低燃費車両の活用促進やエコドライブの導入 

③連携した取組事例 

・荷主企業と輸送事業者が協力し、繁忙期における船舶輸送の確保と閑散期への貨物輸

送量シフトにより積載率を向上 

・同業他社との共同配送により積載率を向上 

・異業種他社における共同幹線輸送により実車率(全走行距離に対し実際に貨物を載せ

た距離の割合)を向上 

④宅配サービスを１回で受け取った場合:年間ＣＯ２削減量７kg/人 

 

  
①：「中小トラック運送業のためのＩＴツール活用ガイドブック」(国土交通省)を基に作成 
②③：「省エネ法対応荷主の省エネ推進の手引き第７版」(資源エネルギー庁)を基に作成 
④：出典「COOL CHOICE ウェブサイト」(環境省) 
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７－５ その他の事業者における取組                               

○農林水産業における対策                              

◆地域資源の活用やスマート農業 

農山漁村において豊富に存在するバイオマスをはじめとした太陽光、水力等の地域資

源を、発電や熱利用として有効活用することは、農山漁村の活性化や所得向上だけでな

く、温暖化対策にもつながります。 

例えば、営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）を行い、発電電力の自家利用を

行うことは、売電や作物の販売収入により、農業者の経営の安定化が期待できるだけで

なく、ＣＯ２も削減できます。 

また、ＩＣＴ等を活用したスマート農業は、作業の負担軽減や安全性向上だけでなく、

栽培管理の効率化・最適化により農薬使用量の低減や省エネルギー化といった環境負荷

低減にもつながります。 

・営農型太陽光発電の実施 

・ＩＣＴを活用した作業機械の効率化等による燃料消費量の削減 

◆農業、畜産、漁業の温暖化対策 

ビニールハウスの利用など園芸農業が盛んになり、農業での空調の使用が増えてい 

ます。ボイラーをより効率の良いものや、バイオマス燃料によるものに交換することに

より、ＣＯ２排出を削減することができます。さらに、農業で使用しているマルチ等の 

プラスチックを生分解性やバイオマス由来のプラスチックへ置き換えることにより、 

ＣＯ２の発生を抑制することができます。 

また、堆肥・緑肥・バイオ炭や、カバークロップ（被覆作物）※等は、有機物の一部が

分解されにくい炭素となり長期間土壌中に貯留されることが確認されていることから、

これらを農地に施用することで、大気中へのＣＯ２の放出量が減少されます。不耕起栽培

においても、炭素貯留の効果が確認されているとともに、農機による整地等を省略する

ことで、省エネルギー化や燃料節約によるコスト削減が期待されます。 

畜産については、家畜ふん尿は、温室効果がＣＯ２よりも非常に大きいメタンや一酸化

二窒素の発生源となるため、適正な処理をする必要があります。 

漁業については、省エネ漁船への転換を進めることが有効です。 

・省エネ農機の導入  

・施設園芸における温度管理適正化、エネルギー使用効率化等による燃料消費量の削減  

・農産物生産に伴う生ごみの減量、廃棄物の再生利用  

・農業資材への再生資材の積極的利用、生分解性プラスチック等農業資材の活用  

・農地への炭素貯留効果の高い堆肥施用などの実施 

・家畜排せつ物の適正処理、家畜ふん尿の発酵等によるメタンガスの有効利用 

・省エネ漁船への転換 

※土壌浸食を防ぎ土壌中の有機物を加えて土壌改良に役立つ作物 
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◆グリーンカーボン 

森林や都市の緑など、陸上の植物が光合成によって大気中のＣＯ２を吸収し、固定する

炭素のことを「グリーンカーボン」といいます。 

千葉県の県土に占める森林率は約 30％であり、日本の国土に占める森林率の約 66％

と比べると半分以下ですが、森林は、国土の保全や木材供給のほか、ＣＯ２の吸収といっ

た多面的な機能を有しており、着実に整備していく必要があります。 近年では自伐型林

業が、地域の森林整備や地域活性化の面から注目されています。 

また、都市やその周辺の緑地は、気温の上昇を抑えヒートアイランド現象を緩和させ

ます。 

・計画的な森林整備の実施  

・県産木材の利用促進 

・森林等の自然環境の保全・育成  

◆ブルーカーボン 

森林などのグリーンカーボンに対し、藻場などにより吸収・固定されたＣＯ２は  

「ブルーカーボン」と言われています。  

一例として、アマモ場が吸収したＣＯ２は、枯れた葉などが海底や深海に堆積すること

などにより、数千年後も炭素が固定されていることが知られています。 

藻場は生物多様性を維持するだけでなく、水中のＣＯ２を吸収して酸素を供給するな

ど大きな役割を果たしており、藻場を保全・再生することは大切な取組です。 

・藻場の保全・再生 

本県は、温暖な気候と首都圏に位置する恵まれた立地条件の下、多種多様な農林水産

物を生産する全国屈指の農林水産県であり、生産力の向上と合わせて、脱炭素化などの

環境に配慮した持続可能な農林水産業を進めていきましょう。 

 

  

出典：「脱炭素社会に向けた農林水産分野の基本的考え方について」(農林水産省) 
図7-5-1 農山漁村における再生可能エネルギーのフル活用及び生産プロセスの脱炭素化のイメージ 
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○建設業における対策                               

住宅やビル等の建築物や、道路、ダムなどは、使用時での省エネルギー化だけでなく、

計画・設計、建設施工、更新・解体等の各段階でのＣＯ２削減への取組が期待されます。 

計画・設計では、持続性を考慮することや、再資源化された建設廃棄物などの省   

ＣＯ２に資する材料の活用に加え、環境負荷低減に係る技術開発が考えられます。 

建設施工では、建設機械・車両の省燃費運転の励行や燃費性能の優れた重機の導入と

いった対策に加えて、ＩＣＴを活用し建設現場の生産性を高めることは、技能労働者の

減少への対応に資するだけでなく、効率化に伴い温暖化対策にもつながります。 

更新・解体では、廃プラスチックや金属などの分別・リサイクルを進め、関連事業者

と連携した取組による、建設廃棄物の高い再資源化率の維持が期待されます。 

・最新の省エネルギー技術の導入  

・再生建設資材、エコセメント、混合セメントの利用拡大  

・建築物への県産木材の利用拡大  

・ＩＣＴを活用した建設現場の生産性向上 

・建設現場における高効率仮設電気機器の使用  

・建築機械・車両の低燃費運転の励行  

・建設発生土の有効利用、建設発生木材の再資源化  

・敷地、屋上、壁面の緑化啓発、技術開発 

・開発時等における緑地の確保  

長期間にわたって供用される建築物や道路等について、ライフサイクル全体(計画・ 

設計、建設施工、更新・解体等)を通して、脱炭素化に向けた取組を進めていきましょう。 

 

  

出典：「ICTの全面的な活用(ICT土工)について」(国土交通省) 図7-5-2 ICT技術の全面的な活用 
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７－６ 市町村における取組                                 

○再生可能エネルギー導入・省エネルギーの推進に向けたまちづくり           

基礎自治体である市町村は、コンパクトなまちづくりや円滑な交通流などを実現し、

地域の構造が温室効果ガスを大量に排出する形で固定化（ロックイン）しないよう、総

合的・計画的に取り組むことが重要です。 

地域資源である再生可能エネルギーを活用した地域の脱炭素化を図ることは、地域活

性化や地域分散電源等による災害時の停電等のリスク低減にもつながり、地域の合意形

成を図りながら、再生可能エネルギーを積極的に導入することが求められています。 

また、電力の自由化に伴い、自らが発電事業者となり、再生可能エネルギーの導入を

積極的に推進する自治体もあります。  

・脱炭素先行地域の取組促進や促進区域の設定 

・コンパクトなまちづくりの推進 

・地域における再生可能エネルギーの導入推進、関連事業活動の支援  

・コージェネレーションや地域冷暖房等の導入促進  

・地域新電力の設立 

・複数自治体で共同した地球温暖化対策の推進 

 

○３Ｒの推進、ごみの排出抑制                            

家庭から出るごみは、市町村が地域と一体となって排出抑制に取り組むことで大きく

減少することが期待されます。  

有料化や分別収集による排出抑制が進んでおり、ごみ処理の広域化やごみ処理施設の

集約化等による、更なる取組が求められます。  

・３Ｒの推進  

・ごみ処理の有料化や資源ごみの分別収集などによる排出抑制  

・ごみ処理施設の高効率化や余熱利用の推進 

 

○地域住民の地球温暖化対策の取組促進                        

住民自らが地球温暖化対策に取り組んだり、住民から周囲の住民へ地球温暖化の現状

を伝え、温室効果ガスの排出削減に向けた行動の実行を促したりすることは、地域の地

球温暖化対策を推進する上で大変重要です。  

千葉県内で地球温暖化対策のための取組を行う市民活動団体は数多くあります。また、

地球温暖化対策推進法に基づき知事が委嘱した「千葉県地球温暖化防止活動推進員」に

よって、地球温暖化の現状や対策の重要性について、住民の理解を深める活動が行われ

ています。 
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市町村は、住民の自主的な取組がより活性化するよう、市民活動団体や千葉県地球温

暖化防止活動推進員と連携した事業の実施や活動の支援、住民への活動の紹介などに取

り組むことが期待されます。  

また、地域における地球温暖化に関する情報を収集、提供することや、その区域にお

ける地球温暖化対策実行計画を策定し、推進することも求められます。 

・住民や事業者、市民活動団体の自主的取組の促進  

・市民活動団体や千葉県地球温暖化防止活動推進員の活動支援  

・市民活動団体や地域協議会と連携した取組の推進  

・緑化意識の普及啓発、森林の整備・保全活動や地域の緑化活動への積極的な参加促進  

・地球温暖化に関する情報収集及び提供  

・地域の地球温暖化対策実行計画の策定及び推進 

  

千葉県地球温暖化防止活動推進員【令和５年２月末現在289名】 

地球温暖化対策の推進に熱意と識見を有し、自ら県内の地域住民等とともに自主的な活動を

行うことができる者として、普及啓発を推進するため県が委嘱しています。 

自ら地球温暖化対策を実践するとともに、学校などで開催される環境学習の授業の講師を務

めたり、各種イベントで家庭向けの簡易省エネ診断を行ったりするなど、県内の地球温暖化対

策を草の根レベルからコツコツと推進しています。千葉県地球温暖化防止活動推進センターは、

こうした推進員の活動を支援するため、研修の実施や啓発用ツールの作成・貸し出しなどを  

行っています。 
 
 
○市町村自らが行う地球温暖化対策の取組                      

市町村は、自らの事務事業に関する実行計画を策定し、目標を掲げて、その達成に責

任を持って取り組む必要があります。  

業務部門のＣＯ２の排出量のうち、約１割を行政が占めるとされています。 

また、地域における地球温暖化対策を推進するために、自らが行っている事務事業に

おいて、庁舎等への太陽光発電の導入、新築建築物のＺＥＢ化、公用車における電動車

の導入、公共施設や道路照明のＬＥＤ化などを率先して進めることで、住民や事業者の

取組を促していくことが期待されます。 

・自らの事務事業に関する地球温暖化対策実行計画の策定及び推進  

・公共施設への太陽光発電の導入 

・新築建築物のＺＥＢ化や既築建築物の断熱改修 

・公用車における電動車の導入 

・公共施設や道路照明のＬＥＤ化 

・公共施設等の建築・管理に当たっての環境配慮の推進  

・都市公園等の整備、公共施設の敷地・屋上・壁面の緑化、公共工事での法面の緑化

の推進  
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・公共事業に当たっての環境配慮の推進  

・公共事業における県産木材利用の推進 

 

 

 

  

出典：「地方公共団体実行計画(事務事業編)策定・実施マニュアル(本編)」(環境省) 

図7-6-1 事務事業編策定による効果の波及イメージ 
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７－７ 共通の取組                                

○地球温暖化問題の解決に向けた参加・協力                                   

◆県民の取組 

地球温暖化問題の解決に向けて行動し、それを継続するためには、単に解決手段を知

るだけではなく、地球温暖化の仕組みを科学的に理解し、その上で、自分として、地域

として、「解決のために何ができるのかを具体的に考え、行動する」という環境学習の視

点が重要です。  

身近なところで提供されている環境学習や、森林・里山の保全活動、地域での沿岸域

の再生・保全活動等に積極的に参加することが考えられます。 

また、更に深く学習を進め、自らが周囲に行動を促す「伝え手」となることで、地球

温暖化対策をより広く進めることができます。自らが地域や団体のリーダーとなり活動

を推進していくことや、千葉県地球温暖化防止活動推進員となり、地域の人々へ地球温

暖化対策について普及啓発等の活動を行うことも期待されます。 

・自治会や市民活動団体、行政が行う地域の地球温暖化対策のイベントなどへの参加  

・地球温暖化対策に取り組む市民活動団体への参加  

・地域緑化の推進や、森林・里山の保全活動の実践  

・干潟や藻場などの沿岸域の保全・再生活動の実践 

◆団体・事業者の取組 

市民活動団体は、自らの活動を通じて、県民への活動意欲を促進したり、支援するこ

とが求められます。 

事業者においては、ＣＳＲやＳＤＧｓの一環として、地域の環境美化活動や、植林な

どの活動も広く行われているところであり、引き続き、社会の一員として、行政や地域

の自治会・市民活動団体などと連携して取り組むことが望まれます。特に省エネルギー

化の進んだ工場の見学会を開催するなど、地域の住民や将来の担い手となる子どもたち

に、地球温暖化対策を学ぶ機会を提供するなどの取組も期待されます。 

・自治会や市民活動団体、行政が行う地域の地球温暖化対策のイベントなどへの参加  

・行政や地域と連携、協力した取組の推進 

・環境学習をテーマとした工場見学等の実施 
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○フロン類の排出を抑制する取組                           

◆フロン類の適正使用・廃棄 

フロン類は、オゾン層破壊物質である「特定フロン」とオゾン層破壊物質ではない「代

替フロン」に分類されます。特定フロンは地球のオゾン層の保護のため生産が規制され、 

代わりに代替フロンが用いられるようになりましたが、温室効果は代替フロンも大きい

ことから、その対策が必要です。家庭や業務で使用する空調や冷凍機等には、フロン類

が使用されていることから、適切な使用・廃棄が求められています。 

特に業務用機器は、家庭向け機器に比べてフロン類が多く使用されていることから、

フロン排出抑制法に基づいた機器の点検を行うとともに、機器のメンテナンスを行う設

備業者の、冷媒漏えいの早期発見に向けた技術水準の向上も重要です。 

・ノンフロン製品の購入  

・フロン類及びフロン類使用製品の適正な管理・処理 

◆製造業等の取組 

製造業においては、発泡・断熱材の製造や半導体の洗浄などで、温室効果ガスの大き

いふっ素化合物を含むフロン類等が使用されていることから、漏えい等の対策や適正処

理のほか、ノンフロン・低ＧＷＰ(地球温暖化係数)を使用した製品の技術開発が求めら

れています。 

ＰＦＣ（パーフルオロカーボン）や六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素を使用する事業者に

おいてもフロン類と同様に取組を進める必要があります。 

・フロン類及びフロン類使用製品の適正な管理・処理 

・ノンフロン製品の開発・購入 

 

 

出典：「フロン排出抑制法ポータルサイト」(環境省、経済産業省) 

図7-7-1 身近なところにあるオゾン層破壊物質と代替フロン等 



 

 

８ 目標達成に向けた県の施策  

（2030 年度） 

８－１ 再生可能エネルギー等の活用 

８－２ 省エネルギーの促進 

８－３ 温暖化対策に資する地域環境

の整備・改善 

８－４ 循環型社会の構築 

８－５ その他(普及啓発・地方公共団

体の取組等) 

８－６ 施策の実施に関する目標 

 
 

・ＳＤＧｓは、世界全体の経済、社会及び環 
境の三側面を、不可分のものとして調和さ
せ、誰一人取り残すことなく、持続可能な
世界を実現するための統合的取組であり、
国際社会全体の普遍的な目標です。 

・８章及び９章では、県の施策と SDGｓと 
の関係性を、17 のゴールのアイコンで示し
ています。 

  
図8-1 持続可能な開発目標(SDGs) 

出典：国際連合広報センター 
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８ 目標達成に向けた県の施策(2030年度)                     

県は、千葉県内の温室効果ガス排出を削減するための総合的かつ計画的な施策を策定

し、推進していく責務があります。 

また、県自らが実施する事務・事業においても、率先して対策に取り組む必要があり

ます。  

本計画及び自らの事務事業に関する計画に基づき、施策の進捗と効果を把握するとと

もに、必要に応じ柔軟に見直しを行いながら、地球温暖化対策を着実に進めていきます。    

 

 
 
 

８－１ 再生可能エネルギー等の活用                           

＜施策の基本的な方向性＞  

地球温暖化対策を推進するため、地域における再生可能エネルギー導入や未利用エネ

ルギーの活用について、適切な地域環境の保全や円滑な合意形成を図りつつ、地域の特

徴を生かした取組を進めていきます。  

また、家庭や企業における太陽光発電設備などの導入や水素社会の構築に向けた取組

を推進します。 

   

＜主な施策＞  

○家庭への導入促進 

住宅用の太陽光発電設備等の導入について官民連携により促進します。 

また、住宅については、省エネルギーと太陽光発電などで創るエネルギーを組み合わ

せて、家庭でのエネルギー消費量の収支を実質的にゼロ以下にするＺＥＨや、長期に渡

り良好な状態で住み続けられる長期優良住宅の普及拡大に取り組みます。 

・住宅用の太陽光発電設備の官民連携による導入促進 

・住宅用の太陽熱利用システムの導入促進 

・ＺＥＨや長期優良住宅の普及促進 

 

○事業者への導入支援 

再エネ等に積極的に取り組む事業所を登録する制度（CO2CO2コツコツスマート宣言事

業所登録制度）や、中小企業者向けセミナーを実施することなどにより、意識改革と行

動変容を図ります。 

また、事業者が行う太陽光発電設備の導入について官民連携による促進や、ワンスト

ップ窓口での相談対応による民間事業者の支援、ＺＥＢの設計等に係る支援などを行っ
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ていきます。 

さらに、本県の地域特性を生かした再生可能エネルギーの導入に向けた取組を以下の

とおり進めていきます。 

◆太平洋岸の沖合は、風況に優れており、洋上風力発電の導入可能性が高い地域であ

ることから、地元の理解を得ながら、銚子市沖を始め、いすみ市沖、九十九里沖の

３海域で洋上風力発電の導入に向けた取組を進めていきます。 

◆農山漁村においては、豊富に存在する地域資源を持続可能な形で活用し、再生可能

エネルギーの導入や未利用バイオマスの利活用の取組を促進します。 

・事業者の自主的取組の促進（CO2CO2コツコツスマート宣言事業所登録制度、環境保全

資金） 

・太陽光発電設備の官民連携による導入促進 

・ＺＥＢ等の導入促進 

・洋上風力発電の導入促進 

 

○水素社会の構築に向けた取組の推進 

水素は利用してもＣＯ２を排出しないため、製造時において再生可能エネルギー等を

利用することで、製造から利用までのトータルでＣＯ２フリーのエネルギー源となるこ

とから、産業、運輸、家庭部門の脱炭素化など、様々な活用が期待されています。 

産業・運輸部門では、素材・エネルギー産業のほか、交通や物流など幅広い分野での

利活用が見込まれることから、国や市町村、民間事業者と連携し利活用に向けた検討を

進めていきます。 

家庭部門では、燃料電池自動車の普及促進や、エネファーム（家庭用燃料電池）の導

入を促進します。 

・本県の特徴を活かした水素の利活用の検討 

・燃料電池自動車の普及促進  

・エネファームの導入促進  

 

CO2CO2コツコツスマート宣言事業所登録制度【令和５年２月末現在 2,762事業所】 

省エネルギー対策や再生可能エネルギーの導入等、地球温暖化対策に積極的に取り組む千葉

県内の事業所を「CO2CO2スマート宣言事業所」として登録し、その取組を広く紹介する制度 

＜登録事業所の主なメリット＞ 

・名刺や刊行物等にロゴマークを使用できます。 

・事業所名や各事業所のPR項目を県ホームページに掲載します 

・地球温暖化対策に中小企業向け融資制度（環境保全資金）が活用できます 
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８－２ 省エネルギーの促進                              

＜施策の基本的な方向性＞  

ＣＯ２排出削減に向けて、あらゆる主体で節電や省エネを徹底し、エネルギー消費を大

幅に減少させる取組を進めていきます。  

特に家庭や事業者におけるエネルギーの消費効率を向上させるための取組を推進し

ます。  

また、公共交通機関の積極的な利用など、脱炭素に資するインフラの利用を促進   

します。  

 

＜主な施策＞  

○家庭への取組促進 

省エネ性能の高い住宅であるＺＥＨや長期優良住宅の普及拡大に加え、住宅のエネル

ギーの使用状況を表示し、空調や照明等の機器が最適な運転となることを促すＨＥＭＳ

（住宅のエネルギー管理システム）や、家庭用蓄電池など省エネルギー設備等の導入を

促進します。 

また、住宅において熱の出入りが最も大きいとされる窓に係る断熱改修や、家庭での

エネルギー消費量全体の1/4程度を占める給湯機器について、高効率給湯器であるエネ

ファームの導入促進に加え、ＬＥＤなどの高効率な省エネルギー機器を普及促進します。 

さらに、県営住宅においては、高効率給湯器など省エネルギー設備の導入を進めます。 

・家庭における省エネルギー設備の導入促進や普及啓発 

・県営住宅における省エネルギー設備の導入推進 

 

○事業者への取組支援 

事業者が行う省エネルギー性能の高い設備・機器等の導入支援や、ＺＥＢの設計等に

係る支援、「CO2CO2コツコツスマート宣言事業所登録制度」を実施します。 

また、ＤＸを活用した建築物や工場での省エネルギーを促進するため、エネルギーの

使用状況を表示し、照明や空調、生産設備等の機器・設備について、最適な運転の支援

を行うＢＥＭＳ（ビルのエネルギー管理システム）やＦＥＭＳ（工場のエネルギー管理

システム）の活用のほか、省エネルギー診断を促進します。 

・省エネルギー性能の高い設備・機器等の導入支援 

・事業者の自主的取組の促進（CO2CO2コツコツスマート宣言事業所、環境保全資金） 

・ＢＥＭＳ・ＦＥＭＳの活用や省エネルギー診断の促進（ＤＸの推進） 
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○次世代自動車等の普及促進等 

◆次世代自動車等の導入促進と充電環境の整備 

平時はＣＯ２排出の削減、災害時は電源確保につながる、電気自動車及び住宅用充給電

設備(Ｖ２Ｈ)の普及を促進するとともに、電気自動車に再生可能エネルギー電力で充電

し走行する、ＣＯ２排出量ゼロのドライブ(ゼロカーボン・ドライブ)を推進します。 

事業者向けには、バス、タクシーやトラックにＥＶ等の次世代自動車や、充電インフ

ラ等の導入を支援し、地域交通や物流網の脱炭素化を促進します。 

また、官民連携により充電環境の整備を推進します。 

・県民・事業者に対する次世代自動車や充電設備の導入促進  

・ゼロカーボン・ドライブの推進 

・官民連携による充電環境の整備 

 

◆次世代自動車等の普及啓発と千葉県環境保全条例の運用 

県が所有する燃料電池自動車や県庁駐車場に設置した電気自動車充電設備を活用す

るほか、官民連携により次世代自動車等の環境に配慮した自動車の普及啓発を図るとと

もに、環境に配慮したエコドライブの実践を推進します。 

また、千葉県環境保全条例において定めている、自動車の使用に伴う環境への負荷 

低減に係る総合的な対策について、脱炭素化の視点を加えた見直しを行いながら推進 

します。 

・次世代自動車等の普及啓発 

・エコドライブの推進 

・千葉県環境保全条例の運用 

 

○自転車・公共交通機関・シェアリングの利用促進 

自転車の利用促進を図るため、自転車通行空間の計画的な整備を推進するとともに、

シェアサイクルの利用を促進します。 

また、自家用車よりもＣＯ２排出量が少ない、公共交通機関の利便性向上による利用促

進を図ります。 

さらに、ＥＶカーシェアリングの普及を促進し、脱炭素化のみならず所有から共有へ

の移行を促進します。 

・自転車通行環境の整備推進 

・公共交通におけるバリアフリー化の促進 

・ＥＶカーシェアリングの普及促進 
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○スマート農林水産業の推進 

ＩＣＴ等を活用した農林水産業のスマート技術は、作業の効率化や管理支援により省

エネルギー化が期待されます。 

農業では、栽培管理の効率化・最適化による農薬使用量の低減や省エネルギー化と 

いった環境負荷低減にもつながる、スマート農業に取り組むための機械・装置の導入や

基盤整備を推進します。 

林業では、森林クラウド等の活用により、市町村や林業事業体と森林資源情報を共有

するとともに、森林の現地調査等にドローンを活用し、作業の効率化を図ります。 

水産業では、民間企業等と漁業者の橋渡し役を県が担い、両者の協働による新技術の

現場導入を図るとともに、水揚情報の電子データを活用した資源評価の充実や高精度な

漁海況情報の発信を行うことで、効率的な操業を支援します。 

・ＩＣＴ等を活用したスマート技術の開発・実証 

・スマート技術の導入・普及定着  

・スマート技術の導入に向けた基盤整備の推進 

・施設園芸の省エネルギー化の推進 
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８－３ 温暖化対策に資する地域環境の整備・改善                    

＜施策の基本的な方向性＞  

脱炭素化に資する持続可能な社会の構築に向け、コンビナート・空港・港湾における

取組の促進や、コンパクトなまちづくりや交通環境の整備、森林整備、緑化などに取り

組んでいきます。  

 

＜主な施策＞  

○コンビナートにおける取組の促進 

京葉臨海コンビナートのカーボンニュートラルの実現と国際競争力強化の両立を図

るため、新たに設立した「京葉臨海コンビナート カーボンニュートラル推進協議会」に

おいて、水素やアンモニアの共同調達・利活用の検討など、行政や事業者等が連携した

先進的な取組を推進します。 

また、各立地企業の取組に対しては、事業の高度化に向けた再投資への支援なども活

用し、カーボンニュートラルに向けた取組を促す環境づくりを進めます。 

・カーボンニュートラルの実現に向けた取組支援 

 

○空港・港湾における取組の促進 

空港や航空機におけるＣＯ２排出量を削減するため、成田空港と周辺地域が連携した

再生可能エネルギー等の導入に向けた取組を推進するとともに、国土交通省は 2030 年

時点の本邦エアラインによる燃料使用量の10％をＳＡＦ（持続可能な航空燃料）に置き

換える目標を設定していることから、県においてもＳＡＦの導入・普及を促進します。 

また、成田国際空港㈱が策定する空港脱炭素化推進計画に協力するとともに、連携し

て脱炭素化に向けた取組を進めていきます。 

さらに、港湾地域におけるＣＯ２排出量を削減するため、削減目標やロードマップを含

む「港湾脱炭素化推進計画（カーボンニュートラルポート形成計画）」を策定し、水素等

の受入環境の整備や港湾地域の面的・効率的な脱炭素化を促進します。 

・持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）の導入・普及促進 

・港湾脱炭素化推進計画の策定や同計画に基づく取組の推進 

 

○コンパクトなまちづくりの促進 

住宅及び医療施設、福祉施設、商業施設その他の居住に関連する施設の立地の適正化

に関する計画の作成を市町村に促し、低炭素な集約型都市づくりを促進します。 
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・人口減少に対応した集約型都市づくりの促進  

・低炭素建築物新築等計画認定制度の普及促進 

 

○交通環境の整備・改善 

道路整備等による交通流の円滑化や高速道路ネットワークの効率的な活用と機能強

化に努めます。 

また、信号機の集中制御化・系統化等による交通渋滞の緩和を図るとともに、信号灯

器や市町村道の道路灯などのＬＥＤ化を促進します。 

・道路整備等による交通流の円滑化  

・高速道路ネットワークの効率的な活用と機能強化  

・信号機の改良等による交通渋滞の緩和 

・信号灯器のＬＥＤ化の推進 

・市町村道の道路灯のＬＥＤ化の促進 

 

○ヒートアイランド対策と都市等の緑化推進 

都市部では、人工的な構造物や排熱を要因として気温が上昇する現象（ヒートアイラ

ンド現象）により、地球温暖化による影響に加えて気温がさらに上昇しています。 

ヒートアイランド対策について情報提供を行うとともに、都市の気温上昇を緩和する

だけでなく、身近なＣＯ２吸収源の確保につながる都市等の緑化を、市町村と連携を図り

ながら推進します。  

また、事業者等に対して一定規模の緑化を求める協定を締結するなどにより、緑化を

推進します。  

・都市公園の整備などによる緑の保全・創出  

・緑化協定、自然環境保全協定による緑化の推進 

 

○農林水産業における吸収源対策等の取組の推進 

◆農業における対策 

環境負荷の低減だけでなく、炭素が農地に固定されること等により温暖化対策にも寄

与する緑肥・堆肥やバイオ炭などの土壌改良資材の利用について普及啓発を行うととも

に、地球温暖化対策に配慮した営農活動を支援します。また、農地の炭素貯留量のモニ

タリング調査や、家畜ふん堆肥を連用することの影響調査を行います。 

・ちばエコ農業や有機農業の推進 

・緑肥の導入支援 

・堆肥の施用、カバークロップ、炭の投入の支援 

・農地に貯留されている炭素含有量の調査や家畜ふん堆肥を連用することの影響調査 
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◆森林整備・保全対策 

森林等の陸上の植物が吸収・固定するＣＯ２は「グリーンカーボン」と言われており、

森林が有している地球温暖化対策等の機能を発揮させるため、高性能林業機械等の活用

による作業の集約化・低コスト化を進めながら、効率的な森林整備を推進します。 

また、市町村による森林経営管理や森林環境譲与税等を活用した森林整備などの取組

を支援するとともに、企業や市民活動団体による森林の整備・保全活動を促進します。 

さらに、建築物等への県産木材の利用促進と再造林等が確保された森林整備を両立す

ることで、森林資源の持続的かつ循環的な利用を進めていきます。  

・環境に配慮した多様な森林づくりの推進 

・計画的な森林整備・保全対策の推進  

・県産木材の利用の促進 

 

◆海の吸収源対策 

海洋において生物により吸収・固定されたＣＯ２は「ブルーカーボン」と言われており、

沿岸域の海藻・海草などは、生物多様性の維持などに加え、ＣＯ２吸収源としての機能に

ついても期待されることから、藻場の保全・再生の取組に対する支援などを行います。 

・藻場の保全・再生の推進 
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８－４ 循環型社会の構築                               

＜施策の基本的な方向性＞  

３Ｒ（廃棄物の発生抑制、循環資源の再使用、再生利用）を推進するとともに、バイ

オマスの活用などにより、温室効果ガス排出削減につながる循環型社会の構築に向けて

取り組んでいきます。  

 

＜主な施策＞  

○家庭への取組促進 

今までの「大量生産・大量消費・大量廃棄」から、3R＋Renewableによる資源循環や自

然資源を大事にするライフスタイルに変えることが求められています。 

そこで、ごみを減らすために身の回りでできることを実践するライフスタイル（ちば

エコスタイル）への転換や、ワンウェイプラスチック等の使い捨て製品の使用を減らす

取組を推進します。 

また、本来食べられるにもかかわらず捨てられる食品（食品ロス）を削減するため、

買い物での「てまえどり」や、家庭での食事や外食の際の「食べきり」、食材の「使い切

り」等を促し、食べ物を無駄にしない意識の醸成を図ります。 

さらに、事業者等と連携した消費者啓発や、未利用食品の有効活用のための取組を推

進します。 

・ちばエコスタイルの推進  

・プラスチックごみの削減に向けた取組の推進  

・食品ロスの削減に向けた取組の推進  

 

○事業者への取組支援 

産業廃棄物の適正処理に向けて、排出事業者や処理業者に対する意識啓発・指導に取

り組むほか、事業者が行う食品ロス削減など３Ｒの取組に対する理解促進、建設副産物

の再生資材の利用促進、高効率ごみ発電施設等の導入に係る助言と熱回収が可能な施設

の認定を行います。 

・産業廃棄物排出事業者及び処理業者への意識啓発・指導の実施 

・事業者が行う食品ロス削減など３Ｒの取組に対する理解促進 

・建設廃棄物の再資源化や縮減の推進  

・高効率な発電及び熱回収が可能な廃棄物処理施設の導入促進  
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○バイオマス利活用の推進 

県内に存在している生物由来の様々なバイオマスは、生物の成長過程で光合成により

二酸化炭素を吸収しているため、それを燃焼しても大気中の二酸化炭素を増加させるこ

とにはならないという特性を有しています。 

このため、地域に存在するバイオマスの利活用を推進することは、地球温暖化対策と

して有効な取組です。 

バイオマスプラスチックなどバイオマス製品の利用等について、バイオマスの持続的

な利用が図られるよう配慮しながら、関係者への事例紹介等により活用の気運の醸成を

促進していきます。 

また、家畜排せつ物の適正処理を推進するため、ふん尿処理施設の機能向上等を指導

します。   

・バイオマスの利活用の推進 

・家畜排せつ物の適正処理の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図8-4-1 バイオマスのカーボンニュートラル 

出典：「バイオマスの活用をめぐる状況」(農林水産省) 
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８－５ その他（普及啓発・地方公共団体の取組等）                                    

○家庭への普及啓発 

2030年度の目標の達成や脱炭素社会の実現のためには、県民一人ひとりが地球温暖化

対策に取り組んでいく必要があります。 

国では、地球温暖化対策の基本的考え方として、再生可能エネルギーの最大限の導入

や徹底した省エネルギーの推進を掲げており、地球温暖化対策に資するあらゆる賢い選

択「COOL CHOICE」を促すことで、脱炭素型ライフスタイルへの転換を図っています。 

温暖化対策は決して我慢や不便を強いるものではありません。無理のない省エネ行動

は光熱費の節約につながるとともに、太陽光発電設備の導入は平時の脱炭素化に加え、

災害時にはエネルギー供給が可能となることで、災害対応力の向上にもつながります。 

温暖化対策はより快適なライフスタイルに資するものでもあることを、県では   

ナッジ※やインターネットなどの多様なアプローチ手法・ツールを活用して啓発し、地球

温暖化問題の一層の理解と行動変容を促進します。 

・県民への再生可能エネルギーや省エネルギーに関する普及啓発  

※「nudge（そっと後押しする）」。行動科学の知見の活用により、人々が自分自身にとって 
より良い選択を自発的に取れるように手助けする政策手法のこと。 

 

○事業者への普及啓発 

国では、事業者に対して、創意工夫を凝らしつつ、事業内容等に照らして適切で効果

的・効率的な地球温暖化対策を、幅広い分野において自主的かつ積極的に実施すること

を促しています。 

県では、国を代表するコンビナート地域や商工業の集積している地域など、また、そ

の地域内においても業種の違いや大企業から中小企業まで、様々な形態の事業者が事業

を行っていることから、それぞれの特徴に応じた対策を推進し、企業の意識改革や行動

変容を促進します。 

具体的には、大企業は、気候変動に対応した経営戦略の開示（ＴＣＦＤ）や脱炭素に

向けた目標設定（ＳＢＴ、ＲＥ１００）を通じた脱炭素経営等について、中堅・中小企

業のうち、すでに温暖化対策に取り組んでいる事業者は更なる取組の推進について、ま

だ取組が進んでいない事業者には、ＣＯ２削減の重要性や取り組むことで企業価値の向

上につながることなどについて、普及啓発を行い、環境保全と経済成長の好循環を目指

します。 

・事業者を対象とした温暖化対策に関する普及啓発 
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○環境学習等の推進 

持続可能な社会の構築に向け、環境問題を自分ごととして捉え、多様な主体と連携・

協働し、問題解決に向けて行動する人づくりを進めていきます。 具体的には、家庭・学

校・職場・地域などあらゆる場において環境学習等を実践する指導者等の育成・活用に

取り組むとともに、若者や子どもたち等、次代を担う人材の育成を進めます。  

また、環境保全に取り組む多様な主体が集まるイベントや、環境への意識向上を図る

ためのキャンペーン・コンクール等の実施により、環境学習等へ参加する機会の充実を

図ります。 

さらに、継続的かつ安定的な環境保全活動や、協働による環境保全の取組を通じた地

域づくりを推進するため、「ちば環境再生基金」の活用を促進します。  

・多様な主体との連携・協働による環境学習等の推進  

・環境学習等を担う人材の育成と活用  

・「ちば環境再生基金」の活用による環境保全活動の支援 

 

○千葉県地球温暖化防止活動推進センターとの連携 

県は、普及啓発など地球温暖化の防止に寄与する活動の促進を図ることを目的として

設置した「千葉県地球温暖化防止活動推進センター」と連携して普及啓発活動を行って

います。  

センターでは、県が委嘱した千葉県地球温暖化防止活動推進員を支援するための技能

向上研修の実施や講師派遣制度の運用など、温暖化対策に関する普及啓発、広報活動、

情報提供を行います。 

・千葉県地球温暖化防止活動推進員の活動の支援  

・講師派遣制度の運用 

 

○市町村の取組支援 

地球温暖化対策推進法に基づく市町村の実行計画等の策定や取組の推進のため、市町

村に対して人材育成、技術的助言、情報提供などの支援を行うとともに、市町村が地域

脱炭素化促進事業を円滑に進められるよう、促進区域の設定に係る環境配慮基準の設定

について、検討を進めます。 

また、温暖化対策の優良事例の紹介などの情報提供を通じて、公共施設等への太陽光

発電設備等の再生可能エネルギーや、ＬＥＤ照明等の省エネルギー設備の導入を促進し、

脱炭素化に向けた取組をバックアップします。 

さらに、市町村が行うごみ処理の課題について、市町村との意見交換や研修会等を通

じ、処理困難物の対応など先進事例の情報提供や助言を行うことにより、ごみの適正処

理を推進していきます。 
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・市町村の地球温暖化対策実行計画等の策定、取組推進の支援  

・市町村の脱炭素先行地域に係る取組や促進区域の設定に係る支援 

・公共施設の再エネ・省エネ設備の導入事例や温暖化対策の優良事例に関する情報提供  

・ごみの適正処理の推進  

 

○県自らの取組 

県の事業活動についても「千葉県庁エコオフィスプラン」により、全庁を挙げて積極

的に再生可能エネルギーの導入と省エネルギー化を進めます。 

また、浄水場や下水道の終末処理場などの上下水道・工業用水道施設では、省エネル

ギー性能の高い設備機器の導入や温室効果ガスの排出が少ない運転方法の推進等によ

り、温室効果ガス削減に取り組むとともに、施設の流水を利用した小水力発電の活用や、

下水汚泥の消化ガス発電など未利用エネルギーの利活用を推進します。 

・県有施設への太陽光発電等の導入推進 

・新築建築物のＺＥＢ化推進 

・上下水道・工業用水道施設における温室効果ガス削減の取組推進  

・公用車への電気自動車等の率先導入 

・照明器具のＬＥＤ化推進 

 

○フロン類対策の推進 

フロン類の回収業者の登録を行い、フロン類の適正な充塡及び確実な回収を促進する

とともに、フロン排出抑制法に基づく義務等の確実な実施について、事業者に対する周

知や指導を行い、漏えい防止対策の徹底を図ります。  

また、オゾン層保護と地球温暖化対策としてのフロン類対策に関する啓発を行います。  

・フロン類の管理の適正化の推進  

・フロン類対策に関する啓発 
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８－６ 施策の実施に関する目標                          

○施策の基本的な方向性に沿って、県の施策の実施に関する目標を設定します。 

 

＜県の施策の実施に関する目標＞ 

項目 基準年度 現況 目標年度 

①再生可能エネルギー等の活用 

再生可能エネルギーの導入比率※１ 
1.1％ 

(2013年度) 

14.4％ 

(2021年度) 

27％ 

(2030年度) 

②省エネルギーの促進 

新築着工件数に占めるＺＥＨ化※２・ 

ＺＥＢ化※３の割合 

ＺＥＨ：28.1％ 

ＺＥＢ： 1.6％ 

(2021年度) 

同左 
100％ 

(2030年度) 

電動車保有台数 
18.8万台 

(2013年度) 

52.5万台 

(2021年度) 

100万台 

(2030年度) 

公共用充電設備基数 
1,936基 

(2022.12時点) 
同左 

5,000基 

(2030年度) 

世帯当たりエネルギー消費量を 

2013年度比55％削減【再掲】 

34.8ＧＪ/世帯 

(2013年度) 

29.4ＧＪ/世帯 

(2018年度) 

15.7ＧＪ/世帯 

(2030年度) 

延床面積１ｍ２当たりエネルギー 

消費量を 2013 年度比 65％削減  

【再掲】 

1.42ＧＪ/㎡ 

(2013年度) 

1.29ＧＪ/㎡ 

(2018年度) 

0.50ＧＪ/㎡ 

(2030年度) 

生産量当たりエネルギー消費量を

2013 年度比 35％削減(中小企業等)

【再掲】 

6.48ＰＪ/指数 

(2013年度) 

5.25ＰＪ/指数 

(2018年度) 

4.21ＰＪ/指数 

(2030年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 県内年間消費電力量に対する再生可能エネルギーによる発電量が占める割合 
※２ ZEH 化とは以下の①～③のこと 

①「ZEH」省エネ＋創エネ(太陽光発電等による再生可能エネルギー)で一次エネルギー
消費量(冷暖房、換気、給湯、照明が対象)の削減率を 100％以上達成 

②「Nearly ZEH」省エネ＋創エネで一次エネルギー消費量の削減量を 75％以上達成 
③「ZEH Oriented」省エネで一次エネルギー消費量の削減量を 20％以上達成 

※３ ZEB 化とは以下の①～④のこと 
①「ZEB」省エネ＋創エネ(太陽光発電等による再生可能エネルギー)で一次エネルギー

消費量(冷暖房、換気、給湯、照明、昇降機が対象)の削減率を 100％以上達成 
②「Nearly ZEB」省エネ＋創エネで一次エネルギー消費量の削減量を 75％以上達成 
③「ZEB Ready」省エネで一次エネルギー消費量の削減量を 50％以上達成 
④「ZEB Oriented」延面積が 10,000 ㎡以上の建物で、省エネで用途毎に設定する   

削減量を達成するなど 
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＜県の施策の実施に関する目標＞ 

項目 基準年度 現況 目標年度 

③温暖化対策に資する地域環境の整備・改善 

森林整備面積 
403ha 

（2021年度） 
同左 

685ha 

(2025年度)※1 

道路・信号灯のＬＥＤ化 ― ― 100％ 

④循環型社会の構築 

一般廃棄物の循環利用率 
22.4％ 

（2018年度） 

22.0％ 

（2020年度） 

30％以上 

(2025年度)※2 

産業廃棄物の循環利用率 
49.7％ 

（2018年度） 

45.6％ 

（2020年度） 

52％以上 

(2025年度)※2 

家庭系ごみの排出量を 2013 年度比

19％削減【再掲】 

542g/人日 

(2013年度) 

507g/人日 

(2018年度) 

440g/人日 

(2030年度) 

事業系一般廃棄物の排出量を  

2013年度比15％削減【再掲】 

708g/人日 

(2013年度) 

718g/人日 

(2018年度) 

598g/人日 

(2030年度) 

※１ 2025 年度以降の目標は、次期以降の千葉県農林水産業振興計画にあわせます 
※２ 2025 年度以降の目標は、次期の千葉県廃棄物処理計画にあわせます 

 


